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平成２０年４月２５日（金） 
愛知県環境部資源循環推進課 
産業廃棄物グループ 
担当 岡田、大村 
内線 ３０７８・３０８０ 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 052－954－6235 

 
  全国に先駆けて！「再生資源の適正な活用に関する要綱」を策定しました 

 
愛知県では、「再生資源の適正な活用に関する要綱」を平成２０年４月２５日に策

定し、この要綱に基づいた「再生資源活用審査制度」を、同年７月１日から開始しま

す。 
この制度は、愛知県が全国に先駆けて実施するもので、事業者が産業廃棄物や製造

過程で生じる副産物を原材料として再生品を製造し、販売する際に、事前に県が届出

を受け、環境安全性を審査するというものです。その概要は下記のとおりです。 
記 

１ 制度の目的 
再生資源（産業廃棄物や製造過程で生じる副産物のうち、資源として活用される

もの）を原材料として製造された再生品等が活用される際、生活環境保全上の問題

が生じる事案が近年相次いで発生している。 
 こうした事案を未然に防止し、再生資源の適正な利用を促進するためには、再生

品等が市場に流通する前に、有害性がないかどうか、産業廃棄物に該当するかどう

か等について事前に確認をする新たな仕組みを創設することが必要である。 
 そこで、「再生資源の適正な活用に関する要綱」を策定して、再生品の環境安全

性を事前に確認する制度を創設する。 
 
２ 届出・審査の概要 
（１）届出の対象 

   ・ 再生品(再生資源を使用して製造した製品)を販売する者(ただし、県内で

再生を行う場合に限る。) 

  ・ 再生資源をそのまま販売する者（ただし、県内で排出し、又は発生させた

再生資源に限る。） 

※ 再生資源とは、次に掲げるもののうち資源として活用されるものをいう。 

・ 産業廃棄物（専ら物を除く。） 

・ 製品の製造又は加工に伴い得られた副産物 

ただし、安定型産業廃棄物及びこれと同様の性状を有する副産物を除く。 

（２）届出日 

事業者は、販売の 30 日前に県に所定の事項を届出 

（３）県の審査 

   届出を受けた県は、再生品等の有害性等について審査し、必要に応じて指導・

助言を行う。 
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  審査に当たっては、必要に応じて現地調査、再生品等の分析等を行う。 

 
３ フォローアップ 

事業者は、再生品等の性状等の記録を５年間保存し、県は随時現地調査等を行う。 

 
４ 施行日等 
（１）施行日 

 平成 20 年 7 月 1 日（ただし、要綱第４(2)（業界団体が定める指針の申出）に

ついては、同年 4 月 25 日施行） 
（２）経過措置 

施行日前から再生品等を販売している者は、平成 20 年 7 月 1 日から同月 31
日までの間に届出 

 
５ 事業者説明会 
  別紙日程のとおり県内各地で事業者説明会を開催する。なお、平成 20 年 4 月 26

日午前 8 時から愛知県ホームページ(http://www.pref.aichi.jp/kankyo/)から「再生

資源活用審査制度に係る説明会出席申込書」等をダウンロードできます。 
 
（別紙） 
・ 再生資源活用審査制度事業者説明会日程 
 
（参考資料） 
・ 再生資源の適正な活用に関する要綱の概要 

・ 再生資源の適正な活用に関する要綱 


